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公務員連絡会が2011春季要求回答交渉を実施
官製ワーキングプアが生み出されること自体問題（総務大臣）

「平成25年4月から段階的に65歳まで定年を延長することをめざす方針に変更ない」（人事院総裁）
　公務員連絡会の棚村議長他委員長クラス交渉委員は4月22日、江利川人事院総裁、片山総務大臣と2011春季段階の最終交渉を行った。
　公務員給与に対する基本姿勢について、人事院総裁が「給与勧告制度の意義及び役割を踏まえ、適正な公務員給与水準を確保する」と、総務大臣が「国家公務員の給与削減について理解が得られるよう話し合うことや国の出先機関改革に当たって雇用の確保に努める」ことをそれぞれ確認した。
＜人事院総裁交渉の経過＞
　人事院江利川総裁との交渉は、同日11時から人事院内で行われた。冒頭、棚村議長は3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び福島第一原子力発電所の事故に触れ、「被災者や被災地において、今、多くの国民が生活不安、雇用不安など困難な状況にある。現在、公務員連絡会・各構成組織の組合員は、連合をはじめ構成組織の取組みを通じて、被災者の支援や被災地の一刻も早い復旧・復興に向け、それぞれの役割を果たすべく一生懸命取り組んでいる。今後も、大震災を踏まえた措置を講じていただいたボランティア休暇についてしっかり受け止めながら、さらに取組みを進めていきたい」と、復旧・復興に向けて労働組合としても全力を挙げる決意を述べた。その上で、春の段階における誠意ある回答を総裁に求めた。
これに対し人事院総裁からは、①大震災を踏まえ、民間給与実態調査は5月には行わず、公務員連絡会と意見交換しながら今後判断する、したがって例年と異なる状況にあることを前提としつつ、②適正な公務員給与水準を確保するという基本姿勢に変わりはない、③非常勤職員については今後も必要な見直しを行っていく、④定年延長に関してできるだけ早期に意見の申出を行い、申出に向けた交渉を行う、などの回答が示された。
＜総務大臣交渉の経過＞
　片山総務大臣との交渉は、同日16時40分から総務省内で行われた。
　冒頭、棚村議長が公務員連絡会の2011春季要求及び地公部会の要求書に対する最終回答を求めた。これに対し、片山総務大臣は「先日発生した東日本大震災に当たっては、自治体との関わりが深く公務員行政を担う総務省として、目下対策に当たっているところだ。多くの国家公務員が現地に入っており、また、全国の自治体の職員が、我が事の如く被災地へ支援に行っていただいていることに感謝を申し上げたい」と述べたうえで、
①国家公務員の給与引下げについて5月に説明し、理解が得られるよう話し合う、②国の出先機関改革にあたっては雇用の確保に努める、③政府全体の超過勤務縮減に努力、④非常勤職員の処遇については、官製ワーキングプアが生み出されること自体が問題と考えており、重要な課題であると認識、などの回答が示された。また、地方公務員部会要求に対しては、①給与等については労使間交渉も含めて地方公共団体が主体的に決めるべき、②臨時・非常勤等職員の雇用安定・労働条件改善について制度面からも必要な検討を行う、③新たな高齢期雇用施策について、国に遅れることのないよう対応を検討、④地方公務員制度改革については組合にも十分に意見を聞く、などの回答が示された。
自治体再生に向け頑張る仲間たち⑤
○「自治労福島（4/26）」より

　4月24日から活動を開始した第3グループは、庁内全域又は大部分が警戒区域となり、役場機能を会津若松市へ移転している大熊町、会津美里町へ移転している樽葉町での支援活動をはじめました。

　大熊町では、コールセンターの運営業務を支援しています。このコールセンターは、「避難者の安否情報を収集するために、避難者からの避難先情報を収集すること」を目的に設置されました。東京都本部の4人、新潟県本部の3人が、電話番号が判明している約500世帯（約2,000名）の避難者に対し、住所等の聞き取り調査を中心に業務にあたっています。

樽葉町では、避難所のひとつである「会津美里農村構造改善センター」で避難所支援行動を行っています。新潟県本部の4人が2班編成・24時間交替で支援にあたっています。

【現場の声】
・十日町市職労（大熊町コールセンター）

　住民は全国各地に避難しており、地名の確認に苦慮しているが、確認作業に集中させていただいており、苦労は感じていない。大熊町の職員は、町全部の移転で苦労していると思うが、淡々と業務をこなしている姿に敬意を表したい。十日町市は3月12日の長野県北部地震において、激甚災害の指定を受けたが、この間、新潟県は全国から支援をいただいており、恩返しのつもりで参加している。

・樽葉町職労組合員

　自治労や全国からの支援のおかげで、交替制シフトに余裕ができた。樽葉町役場職員等が休みを取得しやすくなり、家族のもとに戻れる時間も増えた。また、本来業務にも従事できるようになった。ありがとうございます。

○自治労神奈川県本部「震災支援ニュース②」
◇第3グループから新展開に

4月23日（土）から小泉書記次長を責任者に、自治労横浜6、公企労1、国保労組1、県本部1の10人で5月1日（日）までの9日間、第3グループを福島県福島市に派遣している。

今回の派遣から支援避難所が変わり、神奈川は「パルセ飯坂」と「吾妻支所・学習センター」を受け持つこととなった。

勤務体制も朝8時から翌日朝8時までの2交代・24時間勤務は変わらないが、神奈川は2班で交代しながら2つの避難所の運営補助をしているとのこと。Ａ班は24日から避難所に入り、4勤務、Ｂ班は1日空けて25日からの3勤務となる。

◇ゴールデンウィークも支援活動

4月30日（土）から支援活動に出発する第4グループ。大型連休中にもかかわらず、黒沢副委員長を団長に、川崎市職労8、県本部1の10人が参加する。期間は5月8日（日）までとなっている。
避難者も避難所生活が２ヶ月目を迎え、身体的にも精神的にもピークにある。また、4月から新学期がはじまり、避難所から学校に通っている児童・生徒もいる。
「パルセ飯坂」には約120人の避難者のうち約20人の子どもたちが生活しているという。介護が必要な高齢者も避難しており、普通の生活に戻るまではまだまだ道のりは長い。

◇連合ボランティア第２班無事終了

　4月16日から岩手県花巻市東和地区をベースキャンプに支援活動をしていた派遣団8人が、23日朝5時30分、無事東京駅に到着した。
　岩手班は主に、津波で浸水した家屋内に堆積した泥の排出や、家財道具などの搬出・片付けに従事していた。

　毎日、被災地の大槌町や桜木町まで片道1時間30分かけて通い、45分作業で15分休憩といったかなりきつい仕事を1週間続けてきた。
　被災家屋は、胸の高さまで津波が押し寄せた跡があったといい、復旧を希望する被災者も多く、この活動は1期・2期とわけて9月まで取り組まれる。
2011年自治研神奈川集会に参加を！
○オープニング集会

「震災から見えた地域の役割と自治体の任務」
　○日時：6月3日（金）18時30分～
　○会場：神奈川県地域労働文化会館

○講師：葉上太郎氏（地方自治ジャーナリスト）
○反戦平和分科会

「基地を抱える自治体のまちづくり」
　○日時：6月4日（土）14時～
　○会場：横須賀三浦教育会館

　○講師：井原勝介氏（前岩国市長）
セ・パ交流戦スタート！

セ・パ交流戦の5月分を募集します。組合員の方には2席：2,000円で提供します。チケット代は全額被災地支援のためにカンパします！
5月16日（月）までにメールまたはＦＡＸ等でお申し込みください。　

FAX：045（201）3253
○5月22日（日）15時～

23日（月）18時～／北海道日本ハム戦

○5月26日（木）18時～／東北楽天戦

自治労県職労恒例

地引網
ご家族、ご友人と参加ください

○日　時：5月28日（土）
11時～バーベキュー　12時30分～網上げ
　○会　場：藤沢市鵠沼海岸「殿網」（水族館海側）

　○最寄駅：小田急電鉄／片瀬江ノ島駅
　　　　　江ノ島電鉄／湘南海岸公園駅

○参加費：家族／2,000円（5人まで）

単身／1,000円









